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１
年
前
と
比
べ
た
経
営
状
況
に
つ
い

て
、「
良
い
」
と
す
る
事
業
所
は
、
19
・

６
％
で
、昨
年
（
21
・
３
％
）
よ
り
１
・

７
ポ
イ
ン
ト
減
少
し
た
。
ま
た
、「
変
わ

ら
な
い
」
と
す
る
事
業
所
は
52
・
５
％

で
、
昨
年
（
53
・
６
％
）
よ
り
１
・
１

ポ
イ
ン
ト
減
少
し
た
。

　

一
方
、「
悪
い
」
と
す
る
事
業
所
の
割

合
は
27
・
９
％
で
、
昨
年
（
25
・
１
％
）

よ
り
２
・
８
ポ
イ
ン
ト
増
加
し
た
。

中小企業労働事情実態調査結果

　「中小企業労働事情実態調査」は毎年７月１日を調査時点として全国一斉に実施されており、
このほどその集計がまとまりました。
　本県では、製造業715社、非製造業585社の合計１,300社を対象に郵送調査を行い、
525社（製造業281社、非製造業244社）から回答をいただきました。
　本稿では、県内中小企業の経営状況のほか、「有期労働契約の状況」についてご紹介します。
　なお、詳細については本会ホームページをご覧下さい。

http://www.chuokai-gunma.or.jp/menu/frame04-1r.htm

　

１
．
経
営
状
況

平成27年度

～有期労働契約の状況～

特 集 Ⅱ

経営状況（年度別）
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経
営
上
の
あ
い
路
に
つ
い
て
は
、「
人

材
不
足
（
質
の
不
足
）」
が
41
・
９
％

で
第
１
位
、「
販
売
不
振
・
受
注
の
減
少
」

が
35
・
８
％
で
第
２
位
と
な
っ
た
。

　

前
年
第
１
位
だ
っ
た
「
原
材
料
・
仕

入
品
の
高
騰
」
が
34
・
０
％
で
第
３
位
、

次
い
で
、「
同
業
他
社
と
の
競
争
激
化
」

が
32
・
０
％
、「
労
働
力
不
足
（
量
の
不

足
）」
が
22
・
９
％
と
続
く
結
果
と
な
っ

た
。

　

従
業
員
１
人
当
た
り
の
月
平
均
残
業

時
間
に
つ
い
て
は
、
全
産
業
で
、「
10
時

間
未
満
」
22
・
９
％
で
最
も
多
く
、
次

い
で
、「
０
時
間
」
が
21
・
９
％
、「
10
〜

20
時
間
未
満
」
20
・
９
％
の
順
と
な
っ

て
い
る
。

　

業
種
別
の
月
平
均
残
業
時
間
を
み
る

と
、
最
も
多
い
業
種
は
、「
運
輸
業
」
で

29
・
64
時
間
、
次
い
で
、「
機
械
器
具
」

20
・
47
時
間
、「
設
備
工
事
業
」
18
・
61

時
間
の
順
と
な
っ
て
い
る
。

　

２
．
経
営
上
の
あ
い
路

　

３
．
月
平
均
残
業
時
間

　
　
　

（
従
業
員
１
人
当
た
り
）

経営上のあい路

月平均残業時間（従業員１人当たり）
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労
働
契
約
法
の
改
正
に
よ
る
「
無
期

転
換
ル
ー
ル
」
が
平
成
25
年
４
月
よ
り

導
入
さ
れ
て
い
る
こ
と
に
つ
い
て
聞
い

た
と
こ
ろ
、全
産
業
で
「
知
っ
て
い
た
」

が
51
・
４
％
、「
知
ら
な
か
っ
た
」
が

48
・
６
％
と
な
っ
て
い
る
。

　

業
種
別
で
は
、
製
造
業
で
「
知
っ
て

い
た
」
50
・
９
％
、非
製
造
業
で
「
知
っ

て
い
た
」
51
・
９
％
と
な
っ
て
い
る
。

　

規
模
別
で
は
、「
１
０
０
〜
３
０
０
人
」

が
、「
知
っ
て
い
た
」
87
・
９
％
で
最
も

多
く
、
次
い
で
「
30
〜
99
人
」
72
・

８
％
、「
10
〜
29
人
」
45
・
９
％
、「
１
〜

９
人
」
24
・
６
％
の
順
と
な
っ
て
い
る
。

　

ま
た
、「
無
期
転
換
ル
ー
ル
」
の
特
例

に
つ
い
て
聞
い
た
と
こ
ろ
、
全
産
業
で

「
知
っ
て
い
た
」
が
28
・
４
％
、

「
知
ら
な
か
っ
た
」
が
71
・
６
％

と
な
っ
て
い
る
。

定
が
あ
る
か
聞
い
た
と
こ
ろ
、
全
産
業

で
「
既
に
提
出
し
認
定
さ
れ
た
」、
も
し

く
は
「
提
出
し
た
」、
ま
た
「
提
出
す
る

予
定
が
あ
る
」
と
し
た
事
業
所
が
５
・

３
％
と
な
り
、「
提
出
す
る
予
定
は
な
い
」

と
し
た
事
業
所
が
58
・
５
％
、「
分
か
ら

な
い
」
と
し
た
事
業
所
が
36
・
２
％
と

な
っ
て
い
る
。

　

ま
た
、「
既
に
提
出
し
た
」、
も
し
く

は
「
提
出
す
る
予
定
が
あ
る
」
と
回
答

し
た
事
業
所
に
つ
い
て
、
認
定
を
受
け

た
計
画
ま
た
は
認
定
を
受
け
よ
う
と
し

て
い
る
計
画
に
つ
い
て
聞
い
た
と
こ
ろ
、

全
産
業
で
「
高
度
専
門
職
に
関
す
る
申

請
書
（
第
一
種
計
画
認
定
）」８
・
７
％
、

「
継
続
雇
用
の
高
齢
者
に
関
す
る
申
請

書
（
第
二
種
計
画
認
定
）」
91
・
３
％

と
な
っ
て
い
る
。

　

４
．
有
期
労
働
契
約
に
関
す
る

　
　
　
　
「
無
期
転
換
ル
ー
ル
」
認
知
状
況

無期転換ルール認知状況

特例の適用についての計画提出状況

*無期転換ルールの特例
「有期雇用特別措置法」が平成27年４月１日に
施行され、「高度専門職」と「継続雇用の高齢者」
について、その特性に応じた雇用管理に関する
特別の措置が講じられる場合には、一定の期間
について、無期転換申込権が発生しないことと
する特例が設けられています。

　

無
期
転
換
ル
ー
ル
の
特

例
の
適
用
に
つ
い
て
、
計

画
を
作
成
し
提
出
す
る
予

*
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平
成
27
年
１
月
１
日
か
ら
７
月
１
日

ま
で
の
間
に
賃
金
改
定
を
実
施
し
た
事

業
所
の
改
定
後
の
平
均
所
定
内
賃
金

に
つ
い
て
は
、
全
産
業
で
、
２
５
５
，

５
１
５
円
、
平
均
改
定
額
は
４
，

８
３
９
円
、
平
均
改
定
率
は
１
・
93
％

上
昇
と
な
っ
て
い
る
。

　

業
種
別
で
平
均
改
定
額
が
最
も
高
い

の
は
、「
職
別
工
事
業
」
１
４
，
４
０
５

円
（
５
・
09
％
）
で
、
最
も
低
い
の

は
、「
窯
業
・
土
石
業
」
３
，
１
２
０
円

（
１
・
24
％
）
と
な
っ
て
い
る
。

　

平
成
28
年
３
月
新
規
学
卒
者
採
用
計

画
に
つ
い
て
、
全
産
業
で
、「
あ
る
」
と

回
答
し
た
事
業
所
は
29
・
４
％
と
な
っ

て
い
る
。
昨
年
調
査
（
26
・
４
％
）
よ

り
３
・
０
ポ
イ
ン
ト
増
加
し
て
い
る
。

　

５
．
賃
金
改
定
状
況

　

６
．
平
成
28
年
３
月
新
規

　
　
　

学
卒
者
採
用
計
画

賃金改定額・率（平成27年１月１日～７月１日）  （加重平均）

平成28年３月の新規学卒者採用計画


